
人

21,810 人

5,723 人

※ 人数は定数です。

給付状況

加 入 者 数

男

計

事業所

件

令和２年度 事業報告

(1) 代議員会、理事会等の開催

令和2年度事業については、新型コロナウイルス感染症の影響により代議員会、

理事会、事業運営委員会を書面及びＷｅｂ開催とし、電子企業年金基金の予算、

基金規約・諸規程の変更、年金積立金の運用計画・運用状況を検討・審議して頂

きました。

186 187 事業所

人15,932 15,968 人

5,842

掛金拠出状況

令和２年３月末 令和３年３月末

老齢給付金
年 金 127 21,628,100 円

一 時 金 179 件 220,807,600 円 171

会　議　名 人数 回数 会　議　名 人数 回数

理 事 会 20

代 議 員 会 40

23,497,100 円 118 件

2 事 業 運 営 委 員 会 8 2

2

適用状況

令和2年3月末 令和3年3月末

実施事業所数及び加入者数

21,655 人

女

実 施 事 業 所 数

(2)

件数及び金額

(3)

件 208,173,500 円

　　①
　　納付決定額

　　②
　　納 付 済 額

未 納 額
収納率
②／①

163,622,300 円

遺族給付金（一時金） 22 件 23,818,800 円 18 件 15,129,900

脱 退 一 時 金 715 件 263,456,200 円 479 件

円

(4)

円 92.3%

特 別 掛 金 567,110,000 円 523,174,000 円 43,936,000 円 92.3%

標 準 掛 金 683,083,200 円 630,213,600 円 52,869,600

円 92.3%事 務 費 掛 金 199,764,600 円 184,293,200 円 15,471,400
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個人型確定拠出年金 17

①

(5) 年金通算状況

件 数

－ 

0

0

0

－ 

－ 

他制度からの資産の受換

－ 

企業型確定拠出年金

個人型確定拠出年金

厚生年金基金

確定給付企業年金

企業年金連合会

厚生年金基金

中小企業退職金共済

移　換　元

脱退一時金相当額

年金給付等積立金

残　余　財　産

個人別管理資産

解約手当金相当額

② 他制度への資産の移換

移　換　元 件 数

厚生年金基金 － 

確定給付企業年金 2

脱退一時金相当額

企業型確定拠出年金

企業年金連合会 37



①固定資産の状況

※ 事務局事務室賃貸の敷金（12,418千円）、ＡＥＤ保証費（20千円）

②　業務経理　業務会計支出実績

累　計 1,556,604 161,457

(単位：千円)

(6) 業務経理関係

(単位：千円)

科     目 取得価格 当年度償却費 償却費累計 当年度末残高 摘　要

権利金敷金 12,438 0 0 12,438 事務所敷金／ＡＥＤ保証費

計 12,438 0 0 12,438

科　目

①  ② ①－② ③ ①－③

摘　要令和2年度 令和2年度 予算額に対す
る増減額

令和元年度 前年度決算に
対する増減額

支　出　額 予　算　額 決　算　額

事務費 80,921 98,084 △ 17,163 62,552 18,369

役職員給与 21,646 22,330 △ 684 11,785 9,861

役職員諸手当 14,064 14,569 △ 505 8,260 5,804

旅費 41 3,960 △ 3,919 1,334 △ 1,293

退職手当引当費 565 565 0 159 406

需用費 44,591 56,360 △ 11,769 40,987 3,604

印刷製本費 1,691 6,200 △ 4,509 1,872 △ 181
基金だより、封
筒

通信運搬費 1,893 3,030 △ 1,137 1,643 250 郵便料金、ｵﾝﾗｲﾝ
使用料

雑役務費 19,147 20,475 △ 1,328 18,556 591 業務委託費、共
益費

その他の需用費 21,860 26,655 △ 4,795 18,916 2,944
消耗品、理事会
借室料等

会議費 14 300 △ 286 27 △ 13 理事会、事務講
習会(未実施)

代議員会費 0 5,160 △ 5,160 1,309 △ 1,309
Ｗｅｂ開催によ
り０円

代議員報酬補償費 0 200 △ 200 0 0

代議員旅費 0 2,580 △ 2,580 667 △ 667

代議員会需用費 0 700 △ 700 271 △ 271 代議員会借室料

代議員会会議費 0 1,680 △ 1,680 371 △ 371 代議員会、懇親
会

業務委託費等 770 1,000 △ 230 770 0 ＡＵＰ費用

機械処理経費 9,983 11,160 △ 1,177 9,949 34

繰入金 0 0 0 12,438 △ 12,438

雑支出 1,501 2,883 △ 1,382 1,571 △ 70 振込手数料ほか

支出合計 93,175 118,287 △ 25,112 88,589 4,586

掛金収入 184,501 － － 184,155 －

雑収入（厚年受入金） 1,208,250 － －

－
平成30年度の
剰余

当年度剰余金 1,299,576 － － 95,571

5 －



令和2年度の財政決算の概要

令和２年度の財政検証

【財政検証】

・ 最低積立基準額 ＝ これまでの加入期間に応じて発生している債務額（現価）

・ 責任準備金 ＝ 最低積立基準額から特別掛金の収入を控除した債務額（現価）

継続基準は1.23（基準は1.00以上）、非継続基準は1.12（基準は1.00以上）となり、

いずれも抵触しておりません。

令和２年度 財政決算・財政検証及び監事総合監査報告

1.12

１．

　令和2年度の収益率は11.42％(運用報酬控除後）となりました。

　当年度の剰余金は10億1,120万1,000円となりました。

（金額単位：千円）

①純資産額 ②責任準備金
継続基準

③最低積立基準額
非継続基準

①／② ①／③

13,920,796 11,298,595 1.23

２．

12,322,907



【三菱ＵＦＪ信託銀行決算資料】

［１］財政決算基準日時点の財政状況

※ 前年度決算以降に財政計算を実施している場合、当年度剰余金・不足金には、財政計算時に発生した剰余金・不足金が含まれます。

2,622,201 1,611,000 1,011,201

積立比率
1.23 1.15 － 

（数理上資産額／責任準備金）

4,000,000

2,000,000

0
責任準備金 数理上資産額

（金額単位：千円）

当年度 前年度 当年度剰余金・不足金

（千円）

14,000,000

（剰余金）
12,000,000 2,622,201

10,000,000

8,000,000

6,000,000 責任準備金
11,298,595

数理上資産額
13,920,796



［２］剰余金／不足金の発生要因

※１　プラスの数値は剰余金、マイナスの数値は不足金であることを表します。

なお、内訳の把握が不可能な項目は「―」としています。

※２　時価ベース利回りは年金信託決算報告資料における「修正総合収益率」とは異なります。

［３］貸借対照表

（1）貸借対照表（基本金処理前）

※ 千円未満を四捨五入しているため、合計値と内訳の合算値が一致しない場合があります。

（2）責任準備金の内訳

（3）掛金収入現価の内訳

合　計 7,697,027

 特別掛金収入現価 1,555,648

原則的方法 2,000 円 3年1ヶ月 1,555,648

（金額単位：千円）

掛金種類／給付区分名 償却方法 掛金 残余年数 収入現価

 標準掛金収入現価 6,141,379

 掛金収入現価 7,697,027  通常予測給付現価 18,995,622

 責任準備金 11,298,595

合　計 18,995,622 合　計 18,995,622

合　計 13,920,796 合　計 13,920,796

（金額単位：千円）

 項目  金額  項目  金額

 当年度不足金 0  別途積立金 1,611,000

 当年度剰余金 1,011,201

 基本金（不足金） 0  基本金（剰余金） 2,622,201

 繰越不足金 0  承継事業所償却積立金 0

⑪  その他 59
合計（当年度剰余金・不足金） 1,011

（金額単位：千円）

資　産　勘　定 負　債　勘　定

 純資産額 13,920,796  責任準備金 11,298,595

⑧  将来加入者の見込差 0
⑨  昇給差 0
⑩  標準掛金にかかる適用掛金差 0

⑤  特例掛金元利合計 0
⑥  特別掛金収入見込差 19
⑦  新規加入差 9

②  前年度の剰余金・不足金にかかる利息 32
③  諸経費 △ 14
④  他会計との収支 0

（金額単位：百万円）

要　　因 影響額※１

①
 時価に基づく利差 906
 当期の時価ベース利回り※2　11.42% 財政運営上の予定利率 2.00%



『純資産額≧責任準備金』となっています。

継続基準に抵触していません。

（掛金の見直しは必要ありません）

許容繰越不足金
1,694,78914,000,000

12,000,000

10,000,000

8,000,000
純資産額

13,920,796
責任準備金
11,298,595

数理上資産額
13,920,796

6,000,000

4,000,000

2,000,000

0
純資産額 責任準備金 数理上資産額＋

許容繰越不足金

　　

継続基準の財政検証

（千円）

16,000,000

［４］継続基準

 継続基準は企業年金基金を継続するうえで、純資産（年金資産）と許容繰越不足金
の合算額が、年金債務である責任準備金を上回っていることが求められます。



ます。

判定 ○ ○ ○ ―

当年度の積立比率が１以上です。

非継続基準に抵触していません。

純資産額 最低積立基準額×1 最低積立基準額

当年度 前年度 ２年前 ３年前

純資産／最低積立基準額 1.12 1.06 1.09 ―

［５］非継続基準

 非継続基準は解散した場合に最低積立基準額の１００％を上回ることが必要となり

非継続基準の財政検証

（千円）

14,000,000

12,000,000

10,000,000

8,000,000
純資産額

13,920,796
12,322,907

最低積立基準額
12,322,907

6,000,000

4,000,000

2,000,000

0



年金経理

純資産 純資産

流動資産 流動負債

現金・預貯金 未払運用報酬等

未収掛金 未払業務委託費等

未収受換金等

未収返納金

固定資産 支払備金

信託資産 未払給付費

保険資産 未払移換金

共済資産

投資

負債 負債

責任準備金

基本金 基本金

基本金（資産） 基本金（負債）

繰越不足金 別途積立金

当年度不足金 当年度剰余金

※ 千円未満を四捨五入しているため、合計値と内訳の合算値が一致しない場合があります。

総合計 14,039,214 総合計 14,039,214

（数理債務　12,854,243千円、未償却過去勤務債務残高　1,555,648千円）

11,298,595

0 2,622,201

0 2,622,201

0 1,611,000

0 1,011,201

13,802,990 117,052

0 713

0

0

0 11,298,595

未収脱退一時金相当額受入金 0 預り金 0

0

13,802,990 117,765

14,039,214 118,418

236,224 653

43,922 0

192,302 653

0 未払特別法人税 0

３． 貸借対照表と損益計算書

貸　　借　　対　　照　　表

（単位：千円）

資産勘定 負債勘定

科　　目 金額 科　　目 金額

（令和３年３月３１日現在）



年金経理

経常収支 経常収支

給付費 掛金等収入

老齢給付金 受換金等

脱退一時金 脱退一時金相当額受入金

遺族給付金 運用収益

移換金

運用報酬等

業務委託費等

運用損失

特別収支 特別収支

特別支出 特別収入

繰入金 受入金

業務会計への繰入金

負債の変動 負債の変動

責任準備金増加額 責任準備金減少額

基本金 基本金

繰越不足金処理金 別途積立金取崩金

当年度剰余金 当年度不足金

※ 千円未満を四捨五入しているため、合計値と内訳の合算値が一致しない場合があります。

1,011,201 0

0 0

1,011,201 0

総合計 2,303,240 総合計 2,303,240

0 0

0 業務会計からの受入金 0

760,370 0

760,370 0

0

信託資産に係る当期運用損失 0

0 5,510

0 5,510

165,410 0

16,423 1,143,128

28,625

44,251

14,459

科　　目 金額 科　　目 金額

531,669 2,297,730

444,334 1,154,602

262,501 0

損　　益　　計　　算　　書

費用勘定 収益勘定

（ 自 令和２年４月１日 ～ 至 令和３年３月３１日 ） （単位：千円）



業務経理

※ 千円未満を四捨五入しているため、合計値と内訳の合算値が一致しない場合があります。

不納欠損 0

当年度剰余金 1,299,576

総　合　計 1,392,751 総　合　計 1,392,751

機械処理経費 9,983 当年度不足金 0

繰入金 0

雑支出 1,501

事務費 80,921 掛金収入 184,501

代議員会費 0 受入金 0

業務委託費等 770 雑収入 1,208,250

損　　益　　計　　算　　書

（ 自 令和２年４月１日 ～ 至 令和３年３月３１日 ） （単位：千円）

費　用　勘　定 収　益　勘　定

科　　目 金額 科　　目 金額

繰越不足金 0

当年度不足金 0

総 合 計 1,570,627 総 合 計 1,570,627

繰延勘定 4,042

前払金 4,042

基本金 0

建物及び工作物 0 基本金 12,438

器具及び備品 0 繰越剰余金 257,029

権利金敷金 12,438 当年度剰余金 1,299,576

未収金 0 未払金 552

固定資産 12,438 未払業務委託費等 0

土地 0 基本金 1,569,043

流動資産 1,554,147 流動負債 1,584

現金・預貯金 1,523,412 預り金 46

未収事務費掛金 30,735 引当金 986

貸　　借　　対　　照　　表

（令和３年３月３１日現在） （単位：千円）

資　産　勘　定 負　債　勘　定

科　　目 金額 科　　目 金額



監事総合監査実施状況

（1）実 施 日 令和３年６月２１日（月）午後１時から午後５時まで

（2）実施場所 電子情報技術産業企業基金基金　会議室

（3）実施根拠 確定給付企業年金法第２２条第４項並びに企業年金基金規約

第３５条第７項に基づく監事監査規程

（4）監査対象 令和２年度企業年金基金業務の全般

（5）監査項目 ①諸法令、諸規則等の実施状況

②事務能率及び経営合理化の状況

③事業計画の実施状況

④経理及び掛金に関する事項

⑤年金たる給付及び一時金たる給付に充てるべき積立金（以下

「年金給付等積立金」という。）の管理及び運用に関する事項

⑥資産の取得、管理及び処分に関する事項

⑦年金たる給付及び一時金たる給付の裁定等の処分に関する事項

⑧貸借対照表、損益計算書及び事業報告書その他決算に関する事項

⑨業務概況の周知に関する事項

⑩その他業務の執行に関する状況

（6）監 査 者 監事（選定）　山根　芳明

監事（互選）　木村　宗次

（7）受 監 者 理 事 長　　瀧澤　薫 （芥川常務理事代理受監）

常務理事　　芥川　正史

事 務 長　　尾崎　政幸

総務課長　　関谷　正憲

業務課長　　渡辺　智

（8）監査結果 別紙「監事監査意見書」のとおり



ozaki
線





　年金資金積立金について、令和２年度の運用等により発生した当年度剰余金の

1,011,201,489円は、翌年度（令和３年度）に繰り越すこととする。

（単位：円）

（単位：円）

（注） １　剰余金を処分する場合は、④欄に額を記載し繰越不足金（前年度

からの繰越額）に充て、残余がある場合には、残額を①に記載し

別途積立金として積み立てること。

２　不足金を処理する場合は、②に額を記載し別途積立金をとりくず

してこれに充て、不足が残る場合には、残額を③に記載し繰越不

足金として翌年度に繰り越すこと。

令和２年度 剰余金処理

繰越不足金
　③ 　④

0 0 0 0

別途積立金
　① 　②

1,610,999,647 1,011,201,489 0 2,622,201,136

当年度の積立額
または翌年度へ

の繰越額積増額（処理額） 取崩額（処理額）

剰余金の処分または不足金の処理の方法を示した書類

（令和２年度）

当年度末発生額

当年度剰余金 1,011,201,489

当年度不足金 0

当年度末
決算計上額

当年度発生額の処分または処理


